
公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会山形本部

令和３年度事業報告書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

Ⅰ 公益目的事業

１．苦情相談・苦情解決業務

（１）不動産無料相談所を公益社団法人山形県宅地建物取引業協会と共同で、山形県宅建会館にお

いて毎週月曜日～金曜日午前１０時～午後４時まで開設するとともに、県内１１地区において

も不動産無料相談会を開催した。

令和３年度 一般相談件数内訳表

項  目 件  数

業者に関する相談  １１件

契約に関する相談   ８件

物件に関する相談  ２１件

報酬に関する相談   ０件

借地借家に関する相談  ２０件

手付金に関する相談   １件

税金に関する相談   ２件

ローン等に関する相談   ０件

登記に関する相談   ６件

業法・民法に関する相談   ７件

建築（建基法含）に関する相談   ２件

価格等に関する相談   ４件

国土法・都計法等に関する相談   ０件

敷金精算に関する相談  ２１件

管理業務他に関する相談   ６件

売却に関する相談  ４２件

合  計 １５１件



（２）一般消費者に対し不動産無料相談事業を広く周知するため、山形新聞、不動産情報誌、各自

治体で発行する広報誌などに広告を掲載して広報活動を行うとともに、当協会のホームページ、

一般消費者向けの広報誌「やまがたハトマーク通信」においても周知活動を行った。

（３）相談業務を適正に執行するため、宅建協会と共同で相談業務委員会を２回開催した。

２．研修業務・情報提供業務

（１）宅地建物取引業法第６４条の６に基づき、公益社団法人山形県宅地建物取引業協会と共同で

宅地建物取引業に従事する者又は従事しようとする者などに対して研修会を開催した。

なお、コロナウイルス感染拡大防止のため、ｗｅｂにて動画を配信する研修方式とした。

①第１回 研修会

公開期間  令和３年１０月５日～１２月３１日

テ ー マ  ⑴ 賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律についての解説

  ⑵ ＩＴを活用した重要事項説明実施マニュアル(国交省発行)の解説

講  師  一般財団法人不動産適正取引推進機構 室岡 彰 氏

受講者数  ２１３名

②第２回 研修会

公開期間  令和４年３月４日～４月３０日

テ ー マ  ⑴ 不動産に関わるトラブル事例（売買）について

  ⑵ 不動産に関わるトラブル事例（賃貸）について

講  師  一般財団法人不動産適正取引推進機構 室岡 彰 氏

受講者数  １１２名

（２）新規に免許を取得した宅地建物取引業者を対象とした研修会を開催し、開業後に必要となる

不動産取引に関する知識の普及・向上に努めた。

【新規免許取得者研修会】

開 催 日  令和３年１０月２２日（金）

会  場  山形市：パレスグランデール

テ ー マ  ⑴ 初任従業者・新規免許取得者向け宅建業務の基本的 留意点

⑵ 重要事項説明書・売買契約書の書き方、特約文例のポイント

講  師  公益財団法人不動産流通推進センター 並木 英司 氏

受講者数  １１社 １６名

（３）研修業務を適正に執行するため、宅建協会と共同で研修業務委員会を３回開催した。



３．弁済・手付金等保管・手付保証業務

（１）新規入会者の弁済業務分担金を遅滞なく供託を行うとともに、退会者に対して弁済業務分担

金の返還業務を行った。

（２）手付金等保管業務・手付金保証業務の今年度の利用は無かった。

Ⅱ 管理業務

１．会員管理

（１）令和３年度の入会者は２４名、退会者は２４名だった。

（２）新規入会者に対する入会審査会を１６回開催した。

２．広報業務

（１）保証協会の事業内容や各種制度を周知するため、宅建協会と共同で広報誌「ＷＩＤＥ ＰＡ

ＲＴＮＥＲ やまがた」を令和３年７、１１月、令和４年１月の３回発行し、会員業者及び関

係機関に配布した。

３．総  務

（１）山形本部の各種業務を適正に執行・管理するため、幹事会を２回、常任幹事会を５回、監査

会を３回開催した。

（２）総務業務を適正に執行するため、宅建協会と共同で総務委員会を２回開催した。

４．財  務

（１）財務業務を適正に執行するため、宅建協会と共同で財務委員会を２回開催した。


